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令和元年度農林水産関係補正予算の概要 
 

総額 ５，８４９億円   
公 共：２，９９１億円   

非公共：２，８５８億円   

※ このほか、財政投融資計画追加額：２００億円 

１ 「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づく施策の実施 

「大綱」関連予算合計  

３，２５０億円  

⑴ 次世代を担う経営感覚に優れた担い手の育成 

 

① 農林水産業の担い手の確保・育成、経営基盤強化緊急対策 

 

・多様な担い手が新規就農しやすい環境を整備するため、就職氷河期

世代の就農希望者への就農準備資金の交付、50 歳台の者も対象と

する研修や地域における就農者の受入体制の整備を支援するほか、

「人・農地プラン」に基づき農地中間管理機構が活用されている地

域等の担い手への農業用機械・施設の導入等を支援 

 

６４億円 

 

・農業と同様に、就職氷河期世代やシニア世代の多様な担い手が新規

就業しやすい環境を整備するため、林業では就業希望者の林業への

適性を見極めるトライアル雇用（短期研修）等を支援するととも

に、水産業では通信教育等を通じたリカレント教育の受講等を支援 

 

 

 

② 担い手経営発展支援金融対策事業 

 

・攻めの経営展開に意欲的に取り組む農業者を金融面から支援するた

め、スーパーＬ資金について、貸付当初５年間の金利負担を軽減 

 

（追加融資枠） 

１，０００億円 

（注）既存基金を活用 

 

 

③ 農地の更なる大区画化・汎用化の推進＜公共＞ 

 

・農地中間管理事業の重点実施区域等において、担い手への農地集

積・集約化を加速化して米の生産コストの大幅な削減等を図るた

め、農地の大区画化や排水対策、水管理の省力化等の整備を実施・

支援 

 

 

２７０億円 

 

 

④ 棚田・中山間地域対策＜一部公共＞ 

 

・棚田地域を始めとする中山間地域の振興を図るため、棚田地域振興

法に基づく棚田保全・振興に必要な調査の実施や景観修復等の環境

整備を支援するとともに、基盤整備と生産・販売施設等の整備を総

合的に支援 

 

２８２億円 
うち棚田地域振興緊急対策

２億円
うち中山間地域所得向上支援対策

２４２億円

うち農山漁村地域整備交付金（中山間地域農業枠）

３８億円 
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⑵ 国際競争力のある産地イノベーションの促進 

 

 

① 産地生産基盤パワーアップ事業 

 

・国内外の様々な需要に応じた多様な品質・ロットに対応できる生

産・供給体制を構築するため、流通業者等の拠点事業者を中心とし

た施設整備、コールドチェーン等の整備等とともに、中小・家族経

営の経営基盤の継承円滑化、堆肥の活用による全国的な土づくり等

を支援 

 

 

３４８億円 

 

 

② 水田の畑地化、畑地・樹園地の高機能化等の推進＜公共＞ 

 

・高収益作物を中心とした営農体系への転換を促進するため、受益面

積の規模要件を緩和し、排水改良等による水田の畑地化・汎用化

や、畑地かんがい施設の整備等による畑地・樹園地の高機能化等の

基盤整備を実施・支援 

 

 

５６６億円 

 

 

③ スマート農業技術の開発・実証プロジェクト 

 

・ＡＩ、ＩｏＴ等の先端技術を活用して生産現場が抱える課題を解決

するため、園芸作物・畜産等実証品目の拡大を行うとともに、棚

田・中山間地域や台風 19 号等の被災地にも導入・実証を支援 

 

 

７２億円 

 

 

④ 加工施設再編等緊急対策事業 

 

・農畜産物の加工施設について、再編合理化を通じたコスト縮減の取

組やニーズの高い加工品への転換を図る取組等を支援 

 

 

２１億円 
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⑶ 畜産・酪農収益力強化総合プロジェクトの推進 

 

 

① 和牛・乳用牛の増頭・増産対策 

 

・輸出の拡大に向けた和牛の増産や酪農の生産基盤強化を強力に

進めるため、増頭奨励金を交付するほか、優良な和牛を生産す

るための公共牧場等での繁殖雌牛の導入や施設等の整備、和牛

受精卵の増産、乳用後継牛確保のための性判別精液の活用等を

支援 

・増頭を下支えする環境を整備するため、後継者不在の中小・家

族経営からの経営継承、ＴＭＲ（完全混合飼料）センターの整

備、家畜排せつ物処理の円滑化、家畜市場・食肉処理施設の再

編整備を総合的に支援 

 

 

２４３億円 

 

 

 

② 畜産クラスター事業の改善 

 

・畜産クラスター計画を策定した地域において、中小農家の規模

拡大を後押しするため、飼養頭数等の規模要件を緩和し、収益

性向上等に必要な機械導入・施設整備を支援 

 

 

４０９億円 

 

このほか  

増頭・増産対策分中 

１３８億円 

国産チーズ振興枠分 

９０億円 

 

③ 国産チーズの競争力強化 

 

・酪農家による原料乳の高品質化・コスト低減の取組、チーズを

製造する者の生産性向上に必要な施設整備等を支援 

 

 

１５０億円 

うち国産チーズ振興枠  

９０億円 

 

④ 草地整備の推進＜公共＞ 

 

・畜産クラスター計画を策定した地域での効率的な飼料生産に資

する草地整備を推進 

 

 

５８億円 

 

 

⑤ 加工施設再編等緊急対策事業（再掲） 

 

・農畜産物の加工施設について、再編合理化を通じたコスト縮減

の取組やニーズの高い加工品への転換を図る取組等を支援 

 

 

２１億円 
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⑷ 高品質な我が国農林水産物の輸出等需要フロンティアの開拓 

 

① 司令塔組織の創設による輸出環境の整備 

 

・政府一体となって新市場の開拓を推進するため、輸出に必要な証明

書の発給等の手続の迅速化や海外の食品安全等の規制に関する情報

収集・分析・相談窓口の一元化、日本発の規格・認証の活用の加速

化、知的財産の戦略的活用の推進等の取組を実施・支援 

 

 

９億円 

 

 

② 輸出に取り組む事業者への支援の強化 

 

 

 

ア グローバル産地づくり緊急対策 

 

・ＧＦＰ（農林水産物・食品輸出プロジェクト）に基づくグローバ

ル産地の形成を推進するため、輸出診断、交流会の開催、輸出商

社とのマッチングの強化、新技術の導入、国際的な規格認証等の

取得等を支援 

 

８億円 

 

 

イ 海外の需要拡大・商流構築に向けた取組の強化 

 

・ＪＦＯＯＤＯ（日本食品海外プロモーションセンター）による重

点的・戦略的プロモーションやＪＥＴＲＯ（日本貿易振興機構）

による海外見本市への出展支援等、インバウンド需要を含めた分

野・テーマ別の販売促進活動を強化するとともに、コメ・コメ加

工品の海外市場の開拓、外食産業等と連携した需要拡大対策等を

支援 

 

３３億円 

 

 

③ 輸出拠点の整備 

 

 

 

ア 輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備緊急対策 

 

・加工食品等の輸出拡大を図るため、食品製造事業者等によるＨＡ

ＣＣＰ（危害分析重要管理点）等に対応した施設の改修等や機器

の整備を支援するとともに、農畜水産物の輸出拡大に必要な食肉

処理施設、コールドチェーン対応卸売市場施設等の整備を支援 

 

１０８億円 

 

 

イ 水産物輸出拡大緊急対策事業＜一部公共＞ 

 

・水産物の更なる輸出の拡大を図るため、大規模な水産物流通・生

産拠点における共同利用施設・養殖場等の一体的整備、生産から

販売までの関係者が連携した国際市場に通用するモデル的な商流

の構築等の取組を支援 

 

１４０億円 
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⑸ 合板・製材・構造用集成材等の木材製品の国際競争力の強化 

 

○ 合板・製材・集成材国際競争力強化・輸出促進対策＜一部公共＞ 

 

・合板・製材・構造用集成材等の国際競争力を強化するため、路網整備

や高性能林業機械の導入、加工施設の大規模化・高効率化や高付加価

値品目への転換、脱プラスチックにも資する木質新素材（改質リグニ

ン）の実証プラントの整備、木材製品等の消費拡大に向けたＪＡＳ構

造材等の普及・実証、輸出に向けた付加価値の高い木材の生産施設整

備等を支援 

 

 

３６０億円 

 

 

 

⑹ 持続可能な収益性の高い操業体制への転換 

 

 

○ 水産業競争力強化緊急事業 

 

・収益性の高い操業体制への転換を図るため、「広域浜プラン」に基づ

き、担い手へのリース方式による漁船の導入、海況情報を迅速に把握

するための海上ブロードバンド用機器、生産性向上や省力・省コスト

化に資する漁業用機器等の導入、産地施設の再編整備等を支援 

 

 

２７０億円 

 

  



 

- 6 - 

 

 

２ 災害からの復旧・復興と安全・安心 

復旧・復興等関連合計  

２，１４４億円  

⑴ 台風 19 号等の災害からの復旧・復興 

 

① 災害復旧等事業＜公共＞ 

 

・被災した農地・農業用施設、治山施設、林道施設、漁港施設等の速

やかな復旧等を実施・支援 

 

８６７億円 

 

 

② 強い農業・担い手づくり総合支援交付金（被災農業者支援型） 

 

・被災した農業者の農業経営の維持を図るため、被災した施設の撤去

を含む農業用ハウス・農業用機械等の再建・修繕を支援 

 

１７５億円 

 

 

③ 持続的生産強化対策事業（産地緊急支援対策） 

 

・被災した産地での営農再開・継続を図るため、農業用ハウス等の導

入や追加防除・施肥、追加的な種子・種苗の確保、茶の改植、飛散

したガラスや稲わら等の撤去、稲作農家の営農再開に向けた土づく

り、集出荷施設等の簡易な補修等を支援 

 

１億円 

 

 

④ 被災農家等営農再開緊急対策事業 

 

・収穫後の米を保管していた倉庫等が浸水したことにより米を出荷で

きなかった農家等が営農を再開するために行う土づくりや種苗等の

資材準備等を支援 

 

３億円 

 

 

⑤ 特殊自然災害対策施設緊急整備事業 

 

・火山の降灰被害対応のための洗浄用機械施設等の整備を支援 

 

２億円 

 

 

⑥ 被災した独立行政法人施設の復旧 

 

・被災した独立行政法人（農業・食品産業技術総合研究機構、森林研

究・整備機構、水産研究・教育機構）の施設の復旧・整備等を実施 

 

６億円 

 

 

⑦ 農村地域復興再生基盤総合整備事業（東日本大震災復興特別会計の補正予算） 

 

・現在事業が実施されている地域において台風第 19 号等の被害によ

り追加的に必要となった経費等を支援 

（復興特会） 

４億円 
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⑵ 水害を中心とする防災・減災、国土強靱化の更なる推進 

 

① 農業水利施設等の防災・減災対策＜公共＞ 

 

・農業水利施設等について、自然災害の際にも機能を確保するた

め、浸水被害の防止に直結する施設の改修・更新、転落防止のた

めの安全防護柵の設置等を実施・支援 

 

（農業農村整備事業） 

５７２億円の内数 

（農山漁村地域整備交付金） 

３４億円の内数 

 

 

 

② ため池の防災・減災対策＜公共＞ 

 

・下流への影響が特に大きく、早急に対策が必要な防災重点ため池

について、機能・安全性の確保のための改修や利用されていない

ため池の統廃合を支援 

 

（農業農村整備事業） 

５７２億円の内数 

（農山漁村地域整備交付金） 

３４億円の内数 

 

 

 

③ 治山施設等の防災・減災対策＜公共＞ 

 

・重要なインフラ施設の周辺や氾濫した河川の上流域等において、

治山施設の設置等により荒廃山地の復旧・予防対策を実施・支援 

 

（治山事業） 

１７３億円 

（農山漁村地域整備交付金） 

３４億円の内数 

 

 

 

④ 森林整備による防災・減災対策＜公共＞ 

 

・重要なインフラ施設の周辺や氾濫した河川の上流域等での森林整

備等の対策を実施・支援 

 

（森林整備事業） 

６０億円 

（農山漁村地域整備交付金） 

３４億円の内数 

 

 

 

⑤ 漁業地域の防災・減災対策＜公共＞ 

 

・漁業地域において、台風・低気圧による高潮・高波・暴風被害を

未然に防止するため、防波堤等の耐浪化対策や防風施設の設置等

による防風対策を支援 

 

（水産基盤整備事業） 

８０億円 

（農山漁村地域整備交付金） 

３４億円の内数 

 

 

 

⑥ 海岸堤防等の防災・減災対策＜公共＞ 

 

・海抜ゼロメートル地帯等の浸水被害の影響が特に大きい地域にお

いて、内水氾濫防止のための排水機場や水門等の補強、高波によ

る倒壊防止のための堤防等の補強等を実施・支援 

 

（海岸事業） 

５億円 

（農山漁村地域整備交付金） 

３４億円の内数 
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⑶ ＣＳＦ・ＡＳＦ等への対策 

 

① 家畜伝染病予防費 

 

・越境性動物疾病の予防・まん延防止と畜産農家の被害拡大防止を図

るため、家畜伝染病予防法に基づき、都道府県が実施する検査や消

毒ポイントの運営経費等を支援 

 

 

５７億円 

 

 

 

② 家畜衛生の推進 

 

・家畜伝染病を早期に封じ込め、畜産農家の被害拡大を防止するた

め、家畜保健衛生所等における高度な検査施設の整備や野生動物の

検査、ワクチンを安定供給するための製造施設・設備の増強等を支

援するとともに、養豚農家の飼養衛生管理基準の遵守を徹底するた

め、消毒機器の設置等の地域一体となった農場のバイオセキュリテ

ィ向上のための取組を支援 

 

 

５９億円 

 

 

 

③ 鳥獣被害防止総合対策交付金 

 

・ＣＳＦのまん延防止と畜産農家の被害防止を図るため、野生イノシ

シの捕獲活動を直接支援するとともに、広域的な捕獲活動の実施、

ＩＣＴ（情報通信技術）を活用したわな等の効率的な捕獲等を支援 

 

 

５億円 

 

 

 

④ 家畜伝染病の水際検疫強化・早期発見・封じ込め対策 

 

・水際検疫を強化し、畜産農家の被害を防止するため、禁止品所持者

等の情報収集体制の強化、早期発見のための動物検疫所の検査機器

等の追加配備等を実施するとともに、ＡＳＦ発生等の不測の事態に

備えるため、移動式レンダリング装置等の追加配備を実施 

 

 

１３億円 

 

 

 

⑤ 重要病害虫の防除対策の推進 

 

・ジャガイモシロシストセンチュウ及びテンサイシストセンチュウの

確認された地域においてまん延防止のための防除対策を実施すると

ともに、ツマジロクサヨトウについて、侵入警戒調査を実施した上

で、まん延防止のための防除対策を支援 

 

２４億円 
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３ 「農林水産業・地域の活力創造プラン」に基づく施策等の推進 

プランに基づく施策等合計  

４６０億円  

 

① 畑作構造転換事業 

 

・労働力不足や病害虫リスクへの対応等の畑作産地が抱え

る課題に対応するため、ばれいしょ、てん菜、豆類等の

省力作業体系や生産性向上技術の導入、輪作体系の適正

化のために必要となる作物の導入、種ばれいしょの生産

性向上等を支援 

 

 

３０億円 

このほか 

産地生産基盤パワーアップ事業畑輪作確立枠 

  ６億円 

 

 

② 甘味資源作物産地生産性向上緊急支援事業 

 

・離島等の地域で地域経済・雇用を支えるさとうきび、か

んしょの生産者、製糖工場やでん粉工場の持続的発展を

図るため、新品種への転換、病害虫の発生に備えた予防

的な取組や省力化に資する機器導入等を支援 

 

 

２０億円 

 

 

③ ムーンショット型農林水産研究開発事業 

 

・農林水産分野にイノベーションを創出するため、農業・

食品産業技術総合研究機構に基金を設置し、困難だが実

現すれば大きなインパクトが期待される研究開発を支援 

 

 

５０億円 

 

 

 

④ 鳥獣被害防止総合対策交付金 

 

・ジビエの利用拡大を推進するため、捕獲から処理加工ま

での情報を関係者が共有できるネットワーク構築の実

証、処理加工施設等における人材育成、ＥＣ（電子商取

引）サイトを活用したプロモーションの展開等を支援 

 

 

５億円 
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⑤ 漁業収入安定対策事業 

 

・記録的不漁や台風等の災害が多発する中で、計画的に資源管理等

に取り組む漁業者の経営を支えるため、漁獲変動等による減収を

補填 

 

 

２１１億円 

 

⑥ 新たな資源管理の推進 

 

・資源調査・評価の高度化を図り、海洋の環境変化の解析や不漁原

因の解明等を行うため、老朽化した水産庁漁業調査船「開洋丸」

について、最新鋭の調査機器等を導入した新鋭の代船を建造する

とともに、水産研究・教育機構が行う水産資源や海洋環境の迅速

なデータ解析等のシステムの構築を支援 

 

 

４８億円 

 

⑦ 漁業構造改革総合対策事業 

 

・資源管理に取り組みつつ持続可能な収益性の高い操業・生産体制

への転換を図るため、高性能漁船の導入等による収益性向上の実

証の取組等を支援 

 

 

２１億円 

 

⑧ 韓国・中国等外国漁船操業対策事業 

 

・急増する韓国・中国等の外国漁船に対応するため、我が国海域に

おいて、漁業者が行う外国漁船が投棄した漁具等の回収・処分や

外国漁船の操業状況の調査・監視等を支援 

 

 

５０億円 

 

⑨ 沖縄漁業基金事業 

 

・日台漁業取決め海域等において、沖縄の漁業者が行う外国漁船が

投棄した漁具等の回収・処分や外国漁船の操業状況の調査・監視

等を支援 

 

 

 

２０億円 

 

 

⑩ 漁業取締活動の強化 

 

・外国漁船による違法操業に対応するため、水産庁所属の官船・用

船による漁業取締活動を強化 

 

４億円 

 

 


